
① 急施(※)の防災事業について、損壊が生じるおそれがある
農業水利施設の補強等の事業を追加

法律案の概要

背景

施行期日

土地改良法等の一部を改正する法律案の概要

令和７年４月１日

農業者の申請によらず、国又は都道府県の発意により、基幹的な農業水利施設（頭首工、用水機場
等）の更新事業を実施できる制度の創設

① 土地改良区が、市町村その他の関係者と連携して、「連携管理保全計画」
を作成し、都道府県知事の認可を受け、土地改良施設及び末端施設の保全
を行う仕組みを創設

② 認可を受けた計画に基づく土地改良区の合併について手続を簡素化 等

① 農地中間管理機構関連事業（※）の拡充
（第87条の３、第96条の４、農業経営基盤強化促進法第22条の６及び農地中間管理事業法第８条関係）
（※ 農地中間管理機構関連事業：農地中間管理機構が賃借権等を有する農用地を対象とする、

農業者の費用負担によらない土地改良事業（事業実施主体：都道府県））

ドローンの活用

ほ場の大区画化・情報通信基盤の整備

自動走行農機の導入

※洪水吐を改修する場
合は、別途手続（災
害関連事業）が必要。

復旧
被災した堤体の原
形復旧のみを行い、
洪水吐は現況利用

農業水利施設における再度災害の例

突発事故被害の事例（パイプラインによる事故）

改正後の食料・農業・農村基本法の方向性に即して、目的及び土地改良長期計画に係る規定を見直し

• 都道府県に加え市町村を事業実施主体に追加
• 賃借権等に加え農地中間管理機構が所有権を有する農用地を対象に追加

•標準耐用年数を超過する基幹的農業水利施設が大半を占めていく中、その
計画的な更新が必要。

•また、地域の農業水利施設等の保全に関する共同活動が将来的に立ちゆか
なくなる可能性もあることから、適切かつ継続的な保全体制の確立が急務。

•災害の激甚化及び頻発化、施設の老朽化等によるリスクの増加を踏まえ、
土地改良施設の被害について事前の対策と事後的な対応を拡充する必要。

•農業者が減少する中で、地域の実情を踏まえたきめ細かな基盤整備や、ス
マート農業の導入等のための情報通信基盤の整備の促進が必要。

•こうした背景から、食料・農業・農村基本法に農業生産の基盤の整備に加
えて「保全」に必要な施策を講ずることが明記されたところ。

既に標準耐用年数を超過した施設
全国全体の53％（12,413か所）

さらに今後10年のうちに標準耐用年
数を超過する施設を加えると
全国全体の69％（16,248か所）

１．目的及び土地改良長期計画に係る規定の見直し

２．基幹的な農業水利施設の計画的な更新に関する措置

３．地域の農業水利施設等の保全に関する措置

４．防災・減災、国土強靱化のための措置

５．スマート農業や担い手のニーズに対応した基盤整備を推進するための措置

６．その他の所要の措置
土地改良区の体制及び運営並びに土地改良事業の適正な実施に関する措置

地域の関係者が議論する枠組み

ため池堤体が豪雨で被災 復旧部分が豪雨で再度被災

同じパイプラインにおいて連続して破裂が発生

② 急施の復旧事業について、
• 原形復旧だけでなく再度災害の防止のための事業を追加
• 突発事故被害と類似の被害を防止するための事業を追加

（※ 急施：農業者の申請･同意なく特例的に急速に事業実施できる手続）

② 情報通信環境整備事業の創設
• 土地改良区が、都道府県知事の認可を受けて情報通信環境を
整備する事業を創設

（第１条及び第４条の２関係）

（第87条の２関係）

（第57条の11から第57条の15まで関係）

（第87条の４関係）

（第49条及び第87条の５関係）

（第57条の９及び第57条の10関係）

（第18条、第88条等関係）
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